旅費規程

第1章　総則

（目的）

第1条　この規程は、役員および社員が社命により出張または転勤するときの旅費について定めたものである。

（旅費の種類）

第2条　旅費は、次の2種類とする。

（1）国内出張旅費

（2）転勤旅費

（取扱い）

第3条　旅費は、次により取り扱う。

（1）旅費の計算　　原則として順路により計算する。

（2）旅費の前渡し　　予算金額以内で仮払いを受けることができる。

（3）旅費の精算　　帰任または着任後3日以内に精算する。

（出張命令）

第4条　本規程による出張とは、「出張命令」により指示されたものをいう。

第2章　国内出張旅費

（国内出張旅費）

第5条　国内出張旅費は、運賃・日当・宿泊料およびこれらに付帯する諸経費をいう。

（宿泊費）

第6条　宿泊料は、宿泊日数に応じ所定の料金を支給する。ただし、領収書の添付を必要とする。なお、会社の提供する宿泊施設または自宅、知人宅など宿泊費を必要としない宿泊の場合は、宿泊料を支給しない。

（日当の計算）

第7条　日当の計算は、次により行う。

（1）日当は宿泊の有無および距離により金額が異なる。

　近距離出張・・・往復距離200km以上

（2）午後出発または午前帰着の場合はその日当の半額とする。

（3）出張先からの再出張の日当は、いずれか高い方の日当を支給する。

（4）講習や社内会議などへの出席の場合の日当は支給しない。

（長期出張者の取扱い）

第8条　長期出張とは、1回で16日以上の滞在をする場合をいう。

（1）長期出張者の宿泊者には第5条に定める長期出張支給率を適用する。

（2）出張中の一時帰宅旅費は1カ月以上の出張が必要な場合に限り月1回を認める

第3章　出張旅費仮払・精算

（仮払）

第9条　仮払の金額および方法は、次のとおりとする。

（1）仮払金額

　申込みは1回につき1万円以上10万円までを原則とする。

（2）申込み方法

初回：出張旅費仮払申請書または客先の出張指示書による。

追加：出張旅費精算書で初回分を精算の上、追加分について出張旅費仮払申請書を提出する。

（3）申込み先

　各事業所長

（精算）

第10条　精算は、出張旅費精算書による。

（1）帰任による精算

　帰任後3日以内とする。

（2）15日精算

　長期出張の場合、毎月15日を精算日とする。

（3）精算金

　精算金は毎月15日迄の精算分を当月給料で行う。

（その他の交通費）

第11条　出張に該当しない短距離移動に伴う交通費は、交通費精算明細表にて申請する

第4章　転勤旅費

（転勤旅費）

第12条　転勤旅費とは、交通費、荷造り運送費および家族交通費をいう。交通費は国内出張旅費に準ずる。

（荷造り運送費）

第13条　荷造り運送費の範囲および支給額は次のとおりとする。

（1）費用申請は事前に会社に相談し、指定業者による見積もりを取り承諾を得ること。

（2）承認基準　　単身者　　新潟　　5万円を上限（東京起点の場合）

札幌　10万円を上限（東京起点の場合）

妻帯者　　家族構成その他の状況によりそのつど検討する。

（3）車など特殊なものは対象外とする。

付則

（実施期日）

　この規程は、平成○年○月○日から実施する。

































宿泊費および日当�
宿泊費�
一般宿泊�
9,000円�
出張が長期にわたる場合は、宿泊費、日当ともに下記の長期出張支給率を適用する


　　期間　　　支給率


　1～15日　　　100％


16～30日　　　 90％


31～60日　　　 80％


61日以上　　　 70％


宿泊費、日当の所定額と実費との差額は本人に帰する�
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